
一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 669 836 3,565

人件費（理論値）②　（千円） 3,119 3,173 3,244

トータルコスト①＋②　（千円） 3,788 4,009 6,809

単位当たりコスト　（円） 757,600 668,167 1,134,833

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業に関して、現行の業務手順及び制度にて、不都合が起きていない。業務フロ 平成31年度は、東久留米市子ども・子育て支援事業計画
ーの改善及び制度改正については特に検討する必要はないと考える。 の策定を検討する。「子ども・子育て支援法」による国

の基本指針を踏まえ、平成30年度に実施した子ども・子
育てにかかるニーズ調査の結果を把握した上で、東久留
米市における新制度の給付・事業の需要見込量・提供体
制の確保の内容及びその時期に盛り込んだ「東久留米市
子ども・子育て支援事業計画」作成に向けて委員の意見
を聴取し公表していく。

効率性 １ 達成度 ３

説明
単位当たりコストが増となった主な理由は、平成29年度にはなかった子ども・子育
て会議運営支援・ニーズ調査業務委託をしたため。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110101 東久留米市子ども・子育て会議運営等事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 子育て支援課　子ども政策担当 所管課長名 関　知紀

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 子ども・子育て支援法、東久留米市子ども・子育て会議条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市子ども・子育て会議
対象

事業内容 平成30年度は、東久留米市子ども・子育て支援事業計画策定方針を検討した。平成31年度で決定となる準備段階

・ であり、「子ども・子育て支援法」による国の基本指針を踏まえ、潜在ニーズも含めた地域での子ども・子育て

活動手段 にかかるニーズを把握し、委員意見を聴取した。

目的 市長の諮問事項等について、子育て支援事業を利用する保護者、事業者、学識経験者及び公募市民等からなる委

・ 員の議論を取りまとめ、市長へ答申すること等を目的とする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 会議開催回数 単位 回

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

5 6 6

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 669 836 3,565

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う



727

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 43,395 60,248 57,773
一般財源

一般財源 1,601 1,601 1,535

人件費（理論値）②　（千円） 1,780 1,803 1,843

トータルコスト①＋②　（千円） 137,247 163,691 158,300

単位当たりコスト　（円） 13,724,700 27,281,833 17,588,889

目標達成率　（％） 97 93 89

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 拡大

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業は、毎月の利用児童数に応じ、国の定めた公定価格による児童一人あたりの 平成２７年４月から始まった子ども子育て支援新制度に
単価等により、施設型給付費を支給するものであり、定例的な事務であるため、業 基づき、保護者に対する個人給付を確実に教育・保育に
務フローの改善の余地等はない。 要する費用に充てるため、施設に対して直接支給するも

のである。
保育サービスにおける待機児童解消に向けた取り組みと
ともに令和元年１０月１日からの幼児教育

　

無償化により
、本事業

平

については拡大の方向

成

である。

効率性 ５ 達成

3

度 ２

説明
平成２７年度

1

から開始した事務であ

年

る。若干実績額が減少

度

しているが、定例的な

事

事
業であるためそれほ

務

ど大きな変化はない。

事

平成３０年度は交付園

業

が増加したことに
より

評

、効率性はあがってい

価

る。

表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110102 認定こども園・幼稚園運営支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 子育て支援課　施設給付係 所管課長名 関　知紀

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 子ども・子育て支援法

東久留米市認定こども園及び幼稚園施設型給付費等支弁要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 ■ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 ■ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

■ その他 (施設型給付 )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (新座市 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

認定こども園・新制度幼稚園に入所している児童とその保護者
対象

事業内容 認定こども園・新制度幼稚園からの請求により施設型給付費を支出する。地域区分、児童年齢、各園の定員数な

・ どにより国基準の単価（公定価格）が定められており、児童数等に応じた金額を支払う。

活動手段

目的 適正な環境で教育・保育される。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 施設型給付費を交付している認定子ども園・幼稚園数 単位 園

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

10 6 9

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 入所児童数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 5,100

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 5,100 5,100 5,100

実績値 4,924 4,740 4,555

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 135,467 161,888 156,457

国 40,953 45,819 44,422

上記「事業費 特定財源 都 49,518 54,220 52,



25 121,421 119,668

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 73,450 152,652 135,303
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 2,665 2,696 2,756

トータルコスト①＋②　（千円） 259,490 481,755 479,065

単位当たりコスト　（円） 14,416,111 25,355,526 26,614,722

目標達成率　（％） 104 94 91

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 拡大

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業は、毎月の利用児童数に応じ、国の定めた公定価格による児童一人あたりの 平成27年4月から始まった子ども子育て支援新制度に基
単価等により、地域型保育給付費を支給するものであり、定例的な事務であるため づき、保護者に対する個人給付を確実に教育・保育に要
、業務フローの改善の余地等はない。 する費用に充てるため、施設に対して直接支給するもの

である。
保育サービスにおける待機児童解消に向けた取り組みと
ともに、質の向上を図るため

　

、本事業については拡

平

大の
方向である。０歳

成

から２歳までの施設で

3

あるので、幼児
教育無

1

償化の影響は軽微であ

年

る。

効率性 ３ 達成度 ３

度

説明
小規模保育施設、

事

家庭的保育施設につい

務

ては、前年度と比較し

事

事業費に大きな変化
は

業

ない。

評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110103 地域型保育事業運営支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 子育て支援課　施設給付係 所管課長名 関　知紀

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 子ども・子育て支援法

東久留米市地域型保育事業運営費支弁要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 ■ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 ■ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

■ その他 (地域型保育給付 )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (新座市 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

小規模保育施設・家庭的保育施設に入所している児童とその保護者		
対象

事業内容 小規模保育施設・家庭的保育施設からの請求により地域型保育給付費を支出する。地域区分、児童年齢、各園の

・ 定員数などにより国基準の単価（公定価格）が定められており、児童数等に応じた金額を支払う。

活動手段

目的 適正な環境で教育・保育される。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 地域型保育給付費を交付している小規模保育施設・家庭的保育施設数 単位 園

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

18 19 18

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 利用児童数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 2,160

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 1,200 2,160 2,160

実績値 1,248 2,037 1,971

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 256,825 479,059 476,309

国 122,250 204,986 221,338

上記「事業費 特定財源 都 61,1



76 2,000 2,044

トータルコスト①＋②　（千円） 157,900 142,588 123,435

単位当たりコスト　（円） 14,354,545 10,968,308 10,286,250

目標達成率　（％） 81 96 112

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 縮小

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業は、毎月の利用児童数に応じ、児童一人あたりの単価等により、補助金を支 喫緊の課題である待機児童解消と多様な保育サービスの
給するものであり、定例的な事務であるため業務フローの改善余地等はない。 拡充を図るため、認証保育所の果たす役割は大きいが、

年度当初は利用者数が比較的少ない傾向にあり、保護者
に対する助成金の支給を始めるなど利用を促進している
が、認可保育園の保育料と認可外保育施設の利用料との
間に格差があることが、認可保育園利用志向の大きな要
因となっていると考えられる。子ども・子育て支援新制
度において、認証保育所は引き続き認可外施設の位置づ

効率性 ３ 達成度 ４ けとなったため、事業者としては小規模保育所

　

や認可保
育所に移行し

平

ていきたいとの考えを

成

持っており、その点
説

3

明
を踏まえると今後は

1

縮小方向ととらえるが

年

、令和元年１
認証保育

度

所数は、過去に比して

事

減少傾向にあるものの

務

、管内に関しては２９

事

年度と ０月から施行さ

業

れる幼児教育無償化に

評

より一定の無償化
同様

価

２施設であったため、

表

大きな変動は見られな

(

い。 が実施されるため

平

その影響を注視する必

成

要がある。

30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110104 認証保育所等運営費補助事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 子育て支援課　施設給付係 所管課長名 関　知紀

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市認証保育所運営費補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 ■ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成22年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

認証保育所在園児とその保護者
対象

事業内容 東京都認証保育所事業実施要綱に基づく認証保育所（Ａ型及びＢ型の施設）に市内の乳幼児が在籍した場合、年

・ 齢区分に応じた単価等により計算した運営費補助金を交付する。

活動手段

目的 適正な環境で保育される。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 管内＋管外認証保育所数 単位 園

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

11 13 12

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 入所児童数 単位 人

指標の種類 減少を目指す指標 現年度目標値 1,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 1,000 1,000 1,000

実績値 1,228 1,047 890

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 155,924 140,588 121,391

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 78,307 75,384 65,443

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 77,617 65,143 55,948
一般財源

一般財源 0 61 0

人件費（理論値）②　（千円） 1,9



4 1,300 1,329

トータルコスト①＋②　（千円） 16,722 16,132 19,353

単位当たりコスト　（円） 1,520,182 1,008,250 1,018,579

目標達成率　（％） 95 102 89

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 拡大

説明 総合評価（課題・方向性）
各園に事業委託をし、事業実績に基づき年度末に委託料を支払う。延長保育事業に 保護者の就労形態の多様化や通勤時間の増加等の保育ニ
ついては、現在のところ業務フローの改善余地等はないが、今後とも効率的・効果 ーズに対応するため、延長保育事業は必要な事業である
的な事業執行の余地を探っていく。 。しかしながら、公立保育園での事業開始や充実は人的

シフトの見直しを伴うため、直ちに取り組むことは困難
である。今後とも、利用者ニーズもとらまえながらサー
ビスの維持・向上に取り組んでいく。

効率性 ３ 達成度 ２

説明
子ども・子育て支援新制度により、従前の補助事業から業務委託に変わったが、大
きな制度変更はない。３０年度は、新設園があったことから、事

　

業額は増加傾向に
ある

平

。

成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110105 延長保育事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 子育て支援課　施設給付係 所管課長名 関　知紀

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 子ども・子育て支援法

東久留米市立保育園延長保育事業実施要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

保育園に入所している児童とその保護者		
対象

事業内容 私立保育所及び小規模保育所で延長保育を実施している。		

・

活動手段

目的 保育園終了後に別の保育施設に子どもを預ける二重保育を必要としなくなる。		

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 延長保育を実施した保育園数 単位 園

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

11 16 19

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 延長保育を利用した延べ児童数（私立・小規模） 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 6,500

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 6,000 6,000 6,500

実績値 5,707 6,132 5,778

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 15,438 14,832 18,024

国 5,146 4,944 6,008

上記「事業費 特定財源 都 5,146 4,944 6,008

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 5,146 4,944 6,008
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 1,28



6,745 573,461 688,153

（実績額）」に その他 207,749 250,669 300,802

係る財源 特定財源に伴う一般財源 1,173,091 1,398,642 1,483,793
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 8,077 8,183 8,366

トータルコスト①＋②　（千円） 2,514,499 2,811,147 3,368,621

単位当たりコスト　（円） 61,329,244 58,565,563 71,672,787

目標達成率　（％） 99 97 107

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 拡大

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業は、毎月の利用児童数に応じ、国の定めた公定価格による児童一人あたりの 平成27年4月から始まった子ども子育て支援新制度に基
単価等により、保育運営費を支給するものである。現在のところ業務フローの改善 づき、保護者に対する個人給付を確実に保育に要する費
余地等はないが、今後とも効率的・効果的な事業執行の余地を探っていく。 用に充てるため、施設に対して直接

　

支給するものである
。

平

保育サービスにおける

成

待機児童解消に向けた

3

取り組みと
ともに、質

1

の向上を図るため、本

年

事業については拡大の

度

方向である。

効率性 １

事

達成度 ３

説明
制度的な

務

大きな変更を伴うもの

事

はなかったが、３０年

業

度から新規認可保育園

評

が２施
設開設されたの

価

で、その整備に要する

表

費用や運営費等が増加

(

している。

平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110106 私立保育園運営支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 子育て支援課　施設給付係 所管課長名 関　知紀

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 子ども・子育て支援法

東久留米市保育所運営費支弁要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

保育園に入所している児童とその保護者
対象

事業内容 保育園からの請求により保育運営費を支出する。地域区分、児童年齢、各園の定員数などにより国基準の単価（

・ 公定価格）が定められており、児童数等に応じた金額を支払う。それ以外には、都が定めた各種保育サービスに

活動手段 対する加算、補助がある。

目的 適正な環境で教育・保育される。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 保育運営費を交付している保育園数 単位 園

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

41 48 47

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 管外受託を除いた入所児童数＋管外委託児童数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 18,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 15,000 17,000 17,000

実績値 14,885 16,528 18,136

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 2,506,422 2,802,964 3,360,255

国 558,837 580,192 887,507

上記「事業費 特定財源 都 56



27 918,342 912,736

単位当たりコスト　（円） 3,148,566 3,134,273 3,115,140

目標達成率　（％） 98 99 98

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 その他

説明 総合評価（課題・方向性）
公立保育園の運営に必要な事務経費であり、現在のところ業務フローの改善余地等 次世代育成支援行動計画(後期)、民営化実施計画（再改
はないが、今後とも効率的・効果的な事務執行に努めていく。 定版）(再々改定版)に基づき公立保育園の民営化を進め

てきたところであり、平成28年3月からは保育サービス
の施設整備・運営及び提供体制に関する実施計画に基づ
き公立保育園の民間化も進めてきている（平成30年3月
改訂）。さいわい保育園の民営化については、運営法人
が決定され、平成29年4月から開所された。しんかわ保
育園の民間化についても、平成31年4月から0歳児の募集

効率性 ３ 達成度 ３ をはじめとして段階的に募集を停止し在園児が卒園した
後に閉園していく計画となっている。

説明
事業費について特段大きな

　

変化はないが、今後と

平

も効率的・効果的な運

成

営に努めて
いく。

31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110107 公立保育園運営事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 子育て支援課　施設給付係 所管課長名 関　知紀

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 児童福祉法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 ■ 対象 平成22年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

公立保育園入所園児
対象

事業内容 保育園で園児を保育する。毎月、園児の健康管理のため身体測定や0歳児健診を実施するとともに、誕生会や運

・ 動会、遠足など季節ごとに様々な行事を実施している。

活動手段

目的 適正な環境で保育される。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 保育園開所日数 単位 日

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

295 293 293

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 延べ入所児童数 単位 人

指標の種類 減少を目指す指標 現年度目標値 6,200

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 7,164 6,600 6,300

実績値 7,315 6,634 6,405

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 278,824 259,830 239,486

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 278,824 259,830 239,486

人件費（理論値）②　（千円） 650,003 658,512 673,250

トータルコスト①＋②　（千円） 928,8



6 848,116 858,802

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 その他

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業は、共通献立を元に各園の栄養士が作成した献立に基づき、調理員が調理し 公立保育園給食調理業務の民間委託は、みなみ保育園、
た昼食及びおやつを提供するものであるが、従前から効率的な事業実施に努めてお はちまん保育園の２園において平成１７年度中に開始し
り、業務フロー等の改善の余地はないが、今後とも効率的・効果的な事業執行に努 ている。（みなみ保育園は２５年度末をもって閉園して
めていく。 いる）現在は、はちまん保育園及びまえさわ保育園で給

食委託を行っているところであるが、今後の公立保育園
給食事業は、市立保育園の民間化を計画的に進める中で
、その進捗状況を踏まえ検討していく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
保育園における食事の提供は、自園調理を原則としており、内容に変更はなく、効
率性、達成度とも「3」である。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110108 公立保育園給食事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 子育て支援課　施設給付係 所管課長名 関　知紀

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 児童福祉法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成22年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

公立保育園児
対象

事業内容 園児に対して、栄養士が作成した献立に基づき、調理員が調理した昼食及びおやつを提供する。

・

活動手段

目的 正しい食習慣や食事態度を身につける。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 給食実施日数 単位 日

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

295 293 293

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 提供が必要な園児に対して、給食を提供できた割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 83,341 87,273 86,796

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 83,341 87,273 86,796

人件費（理論値）②　（千円） 159,142 161,225 164,833

トータルコスト①＋②　（千円） 242,483 248,498 251,629

単位当たりコスト　（円） 821,97



33,867

単位当たりコスト　（円） 240,537 273,191 266,669

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
各園から工事、修繕依頼書を提出してもらい、現状を確認の上、対応方法を決めて 施設、設備ともに経年による消耗が激しい。空調機やガ
実施している。 ス機器の故障は、保育活動に影響を及ぼすため即座に対

応する必要があるが、家庭用とは異なり調達に時間も費
用も要する。
今後、ますます改修や修繕が必要な案件が増加していく
ことが予想される中、保育に直接影響が出る設備に関し
ては計画的な更新が重要である。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
施設の維持管理業務であり、小中規模の修繕は従来どおり実施していくが、大規模
修繕については公共施設マネジメントにある東久留米市施設保全計画に即して行っ
ていくことになる。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110109 公立保育園施設管理事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 子育て支援課　保育・幼稚園係 所管課長名 関　知紀

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 児童福祉法、東久留米市保育の利用に関する条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (他区市町村 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

公立保育園
対象

事業内容 園庭整備・内外壁・床・給排水・各種設備等の改修・補修工事を実施する。

・

活動手段

目的 園児の保育の実施に際して、安心・快適なものとなる。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 各種設備の改修・修繕・工事実施件数 単位 件

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

136 141 127

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 各園から申請のあった修繕・改修対応率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 31,891 37,687 33,016

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 2,076 2,313 1,832

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 2,076 0 0
一般財源

一般財源 27,739 35,374 31,184

人件費（理論値）②　（千円） 822 833 851

トータルコスト①＋②　（千円） 32,713 38,520



値 100 100 100

実績値 90 92 96

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 275,867 309,623 329,534

国 28,455 31,124 31,716

上記「事業費 特定財源 都 28,455 31,124 31,716

（実績額）」に その他 65,727 71,363 73,924

係る財源 特定財源に伴う一般財源 153,230 176,012 192,178
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 15,697 15,863 17,569

トータルコスト①＋②　（千円） 291,564 325,486 347,103

単位当たりコスト　（円） 237,817 258,322 271,174

目標達成率　（％） 90 92 96

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 アウトソーシング

説明 総合評価（課題・方向性）
入所申請件数の増加に伴い、事務量は増大している。待機児童対策や延長育成の検 学童保育所管理運営事業【放課後健全育成事業（運営及
討で事務量が増大しているため、業務フロー

　

に改善の余地はない。

平

び管理）】について、

成

学童保育所待機児童解

3

消のための
方策（特別

1

教室等の活用等）を引

年

き続き検討する。
また

度

、学童保育所における

事

「安定的な事業の継続

務

」と「
延長育成」とい

事

った課題に民間活力を

業

導入することによ
って

評

対応していく。

効率性

価

３ 達成度 ３

説明
入所申

表

請件数の増加に応じて

(

事業費も増加しており

平

、効率性等に変化はな

成

い。

30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110110 学童保育所管理運営事業【放課後児童健全育成事業（運営及び管理）】
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 児童青少年課　児童青少年係 所管課長名 新妻　理成

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 子ども・子育て支援法、児童福祉法、学童保育所設置条例、学童保育所設置条例施行規則

東久留米市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 ■ 対象 平成28年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

放課後、保護者の就労等により家庭で適切な保育（監護）が受けられない児童を、嘱託員や臨時職員が育成支援
対象

する。

事業内容 学童保育所入所申請書に基づき、入所決定等の手続きを行う。学童保育所の入所に至った場合、放課後、保護者

・ の就労等により家庭で適切な保育（監護）が受けられない児童に適切で安全な環境を与える。また、学童児童が

活動手段 安全に施設を利用できるよう、施設の保守点検・修繕・増改築を行う。

目的 放課後、児童に適切に安全な環境を与えることにより、就労している保護者の子育て支援に繋がる。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 入所申請者数 単位 人

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

1,226 1,260 1,280

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 入所率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標


